
事業計画

マップ画像

埼玉県

深谷市 セルフサービス化による窓口業務改革事業

人口
(H30.1.1時点)

／面積

本庁・支所等

窓口数
事業概要

144,375人

138.37㎢

1本庁
3支所

１ｻｰﾋﾞｽC
7地区ｾﾝﾀｰ

顔認識を用いた本人確認の自動化等、ＩＣＴの活用
により、市民がセルフサービスで行政手続を行うこ
とができる環境を検討する取組モデル

〇ＢＰＲ手法を活用した窓口業
務の見直しを行い、申請様式の
統一、職員の業務量削減を図
る
〇窓口業務の見直しにより職
員が担う業務量を削減した上で、
ＩＣＴによって自動化する領域と
アウトソーシングする領域を明
確化
〇顔認識を用いた本人確認の
自動化等、業務手続に合った
ＩＣＴツールの活用を検討
〇将来的には窓口業務そのも
のを自動化し、行政手続のセル
フサービス化を検討



人口
(H30.1.1時点)

／面積

本庁・支所等

窓口数
事業概要

685,447人

53.25㎢

１本庁
17区民事務所

大量処理が必要な一斉申請や現況届等を対象に
ＲＰＡ、ＡＩ・ＯＣＲを活用可能性を検証し、処理時間
の短縮や業務の正確性の向上を図る取組モデル

東京都

足立区
全庁的な申請手続き等処理業務における
ＲＰＡを活用した業務改革

事業計画

〇ＡＩで高精度の読取が可能な
ＯＣＲ及びＲＰＡ等、申請処理に
おけるＩＣＴの活用可能性を分析
し、窓口待ち時間の短縮や区民
サービスの向上、職員の業務
軽減につながる活用を検討
〇基幹システム改修や申請書
の変更を行わず、ＯＣＲ、ＲＰＡ
の組合せによる業務改善モデ
ルを構築することで他自治体に
も汎用性のある取組を目指す
〇人口規模が大きな自治体に
おける大量処理業務の省力化
モデルを構築

窓
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マップ画像

長野県

塩尻市 保育業務改革プロジェクト

人口
(H30.1.1時点)

／面積

本庁・支所等

窓口数
事業概要

67,459人

289.98㎢

1本庁
17保育園

保育園申請受付業務を先行モデルに、ＲＰＡ・ＯＣ
Ｒ、ＡＩの精度や効果を検証し、活用の方向性を具
体化する取組モデル

事業計画

〇保育ニーズの多様化により、
保育園受付窓口業務担当者の
時間外勤務時間が圧倒的に増
加していることを受け、当該業
務フローの調査・分析を実施
〇調査・分析結果を踏まえ、業
務フローの再構築、ＩＣＴ活用や
アウトソーシングの導入に向け
た業務の切り分け、実証実験に
よる効果の検証を行う
〇本事業の検証結果を翌年度
以降の全庁的な業務改革へ横
展開することを想定し、汎用性
の高い改革モデル構築を目指
す

業務・事務事業の
改⾰・改善

反映

経営資源の
最適配分

長期・人的資源管理計画

・定員定数管理
・効率的な人員配置
・効果的な人材育成計画
・戦略的な採用計画

短中期：行政経営システム（ＰＤＣＡ）

行政評価（事中評価）:事務事業・業務の効率化や効果向上の検証

予算編成（包括予算）：検証を踏まえ改革・改善に必要な予算計上

連動

フィードバック

業務の棚卸し 業務プロセス
の⾒直し

RPA、AI
実証実験

実⾏計画
（ロードマップ）

保育
窓⼝
受付

平成31年度以降平成30年度



静岡県
地方独立行政法人制度を活用した
窓口業務改革事業

人口
(H30.1.1時点)

／面積

本庁・支所等

窓口数
事業概要

117,835人

265.69㎢

1本庁
2支所
1出張所

平成30年4月に施行された地方独立行政法人法
改正に伴い新設された「申請等関係事務処理法
人」の設立を念頭に置いた窓口業務改革を検討す
る取組モデル

事業計画

〇窓口関連業務における地方独立行政法人制度の活用を前提に、業務範囲の検討、業務フローの見直し・整理を行う

〇申請等関係事務処理法人が担う事務、市が担う事務の振り分けを整理し、地方独立行政法人制度の活用を前提とした業務フローを作成
〇広域での地方独立行政法人の設立も視野に入れ、周辺市町と検討を行う

【イメージ例（戸籍謄抄本の交付請求に関する業務の場合）】

 交付請求書の受領及び本
人確認

 請求書への記載および添
付書面の確認

 戸籍謄抄本等の作成及び
引渡し

 交付請求書の整理

交付請求の
要件該当性
を確認したう
えでの交付
又は不交付
の決定等

 戸籍に記載されている者等
による戸籍謄本等・除籍謄
本等の請求に係る交付・交
付拒否の決定

 国又は地方公共団体の機
関等による戸籍謄本等・除
籍謄本等の請求に係る請
求者に対する必要な説明
の求め

 本人等以外の者による請
求（公用請求を除く。）に係
る戸籍謄本等・除籍謄本等
の交付決定

 戸籍謄本等の請求者の確
認のうち運転免許証等の提
示以外の方法によるもの

（出所：法務省「戸籍事務を民間事業者に委託することが可能な業務の範囲について（通知）」平成25年3月28日 等より）

事実上の行
為又は補助
的行為

民間委託業者
が担当

市職員が担当

申請等関係
事務処理法人が

担当

市職員が担当

現状（取組前） 取組後

【モデルプロジェクトにおける
取組み計画事項】

業務フロー図作成・業務量分
析による役割分担・効率性の

「見える化」を行う

掛川市



大阪府

泉大津市 泉大津市業務改革推進プロジェクト

人口
(H30.1.1時点)

／面積

本庁・支所等

窓口数
事業概要

75,238人

13.49㎢
１本庁

ロボティクス・ＡＩ時代における公共サービスのあり
方を検討し、自治体が活用できるＲＰＡ・ＡＩパッ
ケージの開発、他自治体汎用性の検証を行う取組
モデル

事業計画

〇徹底的な業務の見える化、
機械とヒトが分担する新業務設
計、アウトソーシングのあり方
検討、ＲＰＡやＡＩのパッケージ
パイロット開発を今年度の目標
として業務改革を実施
〇近隣自治体（７市）と連携し、
横展開・汎用化に耐えうるもの
かヒアリング等を通じて検証
〇将来的な横展開、共有化（ラ
イブラリ化）を見据え、近隣自治
体と積極的に協力しながら、汎
用性の高いＲＰＡ・ＡＩパッケージ
の開発を目指す

フェーズⅠ フェーズⅡ
①業務フロー作成、課題把握
②現状分析、課題抽出
③ＡＩ技術検証
④他⾃治体汎⽤性検証

フェーズⅢ
①AI/ロボ仕分け
②新業務フロー検討、構築
③新業務フロー導⼊の検討
④新業務他⾃治体汎⽤性検証

①RPA/AI開発
②アウトソーシングの
あり⽅検討

岡⼭県⽟野市
⼤阪府阪南市

⾙塚市
柏原市
交野市

四條畷市
⾨真市

（７市）

協⼒⾃治体
（予定）

ＡＩ開発
業務可視化

民間事業者

協力

協力

公務員
（正職員）

臨時職員・
派遣社員

民間事業者

公務員（正職員）の補助業務、ロボットオペレーター等

従来通り AI化 RPA化

業務処理方法の軸

アウトソーシングセンターの設置や一括アウトソーシングの実施など

手作業、業務システム等
による処理を前提とした

BPR

従来の人間による判断を
機械学習

単純作業をロボットにより
自動化

フェーズⅢでパイロット開発を行う

担
い
手
の
軸

公権力の行使、企画・政策立案業務、臨時職員・
民間事業者等の管理・監督 等

RPA/AI時代の新たな公務員の職務として再定義

最適なアウトソーシング



和歌山県

橋本市
ＲＰＡ・ＡＩ ＯＣＲによる窓口業務改革及び
県をまたぐ広域展開モデル推進事業
～集約とネットワーク化～

人口
(H30.1.1時点)

／面積

本庁・支所等

窓口数
事業概要

63,789人

130.55㎢
1本庁

窓口業務等におけるＲＰＡ、ＡＩ・ＯＣＲの活用可能
性を分析するとともに、同一の基幹系システムを
同一方式で利用する大阪府熊取町と連携し、広域
的効果を検証する取組モデル

事業計画

〇同一の基幹系システムを同
一方式で利用する大阪府熊取
町と連携し、基幹系システムと
ＲＰＡを活用した県をまたいだ広
域連携による窓口業務省力化
モデルを検証
〇長時間勤務や繁閑の負担状
況も含めて業務分析を行い、Ｒ
ＰＡ化の効果が期待できる業務
の絞り込みを行う
〇窓口業務の業務標準化を踏
まえて広域での地方独立行政
法人（申請等関係事務処理法
人）の活用可能性を検討

▶個⼈住⺠税
・⼝座関連情報の登録作業
・市⺠税申告書のデータ化
▶市⺠窓⼝業務
・転⼊通知投⼊業務
・住⺠異動届の投⼊業務
▶法⼈住⺠税
・事業所の新規登録業務
・法⼈市⺠税申告書⼊⼒
▶介護保険
・要介護認定申請の⼊⼒
・要介護認定調書の割り振り
作業

など、37業務から選定予定

実証実験を想定する
業務事例



熊本県

熊本市
Ｗｉｎ－Ｗｉｎな窓口の実現
（市民が利用しやすく、職員も働きやすい窓口）

人口
(H30.1.1時点)

／面積

本庁・支所等

窓口数
事業概要

734,317人

390.32㎢

5区役所
7総合出張所
7サービスC

窓口業務の各工程におけるＩＣＴ活用可能性や業
務効率化・集約化を検討し、「はやい」「やさしい」
「均一で正確な」窓口を実現する取組モデル

事業計画

〇窓口業務の各工程において、
ＩＣＴソリューション・技術の活用
可能性を検討
〇個別システムと基幹システム
間のデータ連携の支障となって
いる情報セキュリティ上の制約
を解決するため、セキュアな
データ連携方法を検討し、横展
開可能な汎用性のあるモデル
構築をめざす
〇取扱う業務量、取扱件数の
多さ等、政令指定都市のスケー
ルを生かし、より広範囲な検証
を実施

窓⼝業務改善イメージ（ICT導⼊・アウトソーシング活⽤）


